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答申第７号

令７情個審特第６号

令 和 ７ 年 ９ 月 ４ 日

秋田市長 様

秋田市情報公開・個人情報保護審査会

会長 柴 田 一 宏

保有個人情報の開示をしない旨の決定（不存在）処分に関する諮問につい

て（答申）

令和７年５月２０日付け令７保総特第４号および同第５号（諮問第９号

および同第１０号）で諮問のありました事案について、下記のとおり答申

します。

記

１ 当審査会の結論

秋田市長（以下「実施機関」という。）が、令和６年７月１９日に秋

田県県民行政相談員と秋田市保健所保健総務課の担当職員（以下「担当

職員」という。）の間での審査請求人に係る会話の全内容の記録（以下

「本件対象保有個人情報１」という。）、令和６年８月１９日に担当職

員が審査請求人に電話にて伝えた全内容の記録（以下「本件対象保有個

人情報２」という。）および令和６年１１月１日に担当職員と審査請求

人が意見交換した際の内容の記録（以下「本件対象保有個人情報３」と

いう。）につき、これらを保有していないとして行った開示をしない旨

の各決定は、妥当である。

２ 審査請求に至るまでの経緯
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(1) 審査請求人は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７

号。以下「法」という。）第７７条第１項の規定に基づき、令和６年

１１月６日付けおよび同月１１日付けで、実施機関に対して保有個人

情報開示請求を行った。

(2) 実施機関は、令和６年１１月６日付け開示請求に対し、同月１８日

付けで本件対象保有個人情報１および本件対象保有個人情報２につい

て保有していないとして開示をしない旨の決定処分（以下「本件処分

１」という。）を、同月１１日付け開示請求に対し、同月１８日付け

で本件対象保有個人情報３について保有していないとして開示をしな

い旨の決定処分（以下「本件処分２」という。）を行い、審査請求人

に通知した。

(3) 審査請求人は、本件処分１および２を不服として、実施機関に対し、

令和７年２月１８日付けで行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）

に基づく審査請求をそれぞれ行った。

３ 審査請求の併合

２件の諮問事案は、審査請求人が同一であることおよび審査請求の趣

旨が同様であることから、当審査会はこれらを併合して審議することと

した。

４ 審査請求人の主張の要旨

(1) 審査請求の趣旨

本件処分１および２について、保有個人情報の開示をしない旨の決

定処分をそれぞれ取り消すよう求める。

(2) 審査請求の理由

ア 審査請求書１（本件処分１について）

(ｱ) 秋田市は、「当該保有個人情報は、実施機関では記録の作成お

よび取得はしておらず、存在しないため、不開示」としている。

根本的理由には触れておらず、秋田市個人情報事務取扱要綱（以

下「要綱」という。）違反である。
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(ｲ) 審査請求人が開示請求に至った端緒は、秋田県県民行政相談員

と担当職員の会話で、担当職員の言動が法第６７条等に違背して

いるのではないかとの疑念を抱いたことにある。担当職員にとっ

ても今後の法違反について討議を重ねていく過程において重要な

参考材料となるやりとりの内容について、記録されていないこと

に驚く。４か月以上前の令和６年７月１９日および８月１９日の

記録があるゆえ令和７年１月２４日付け令６保総第５６７８号の

回答（主張）が御庁より提示されたということではないか。

(ｳ) 本件処分１は、憲法第２１条、法第１条および第７８条柱書、

行政機関の保有する情報の公開に関する法律第１条、要綱（Ｐ１０

オの(ｲ)）、個人情報の保護に関する法律についての事務対応ガイ

ド（行政機関等向け）（以下「事務対応ガイド」という。）（Ｐ

２２６～２２７(1)）に違反しており、審査請求人は、保有個人情

報の開示を受ける権利を侵害されている。

イ 審査請求書２（本件処分２について）

(ｱ) 上記４の(2)のアの(ｱ)のとおり

(ｲ) 担当職員の言動が法第６７条等違反しているのではないかとの

審査請求人の疑念について、令和６年１１月１日に話し合いを行

ったが、この日の状況の記録について、請求人より後日開示請求

を出されることが十分予想できた為、これを残すとなるとあまり

に秋田市保健所に不利な報告となり、保有するという事はできな

かったのではと推察する。

しかし、言うまでもなくどんな支障があろうと、実施された事

実（話し合い）は事実として保有しておくべきである。

(ｳ) 上記４の(2)のアの(ｳ)のとおり

５ 実施機関の説明の要旨

(1) 本件処分１について

ア 令和６年７月１９日、同年８月１９日の電話の内容に関する記録

の作成および取得はしておらず、保有個人情報は存在しないもので
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ある。そのため、本件処分の理由は「記録の作成および取得はして

おらず」と不存在の理由を示しており、要綱および事務対応ガイド

に違反していない。

イ 本市における文書の作成については、秋田市公文書管理条例（平

成２４年秋田市条例第５８号）第４条および秋田市公文書管理規程

（平成２６年秋田市訓令第１号）別表第１に規定しているところ、

これらの規定には日常的に職員が受ける市民や関係機関からの問合

せに係る文書の作成は含まれていない。

ウ 令和６年７月１９日、秋田県県民行政相談員から担当職員に電話

があった際、秋田県県民行政相談員は担当職員に対し面談による相

談を要望したが、担当職員はその要望を断り、電話を終了した。こ

の電話のやりとりでは、特段記録を要すると考えられる事項はなか

ったため、記録は作成していない。よって、この電話に関して職務

上作成した文書および電磁的記録はない。

エ 令和６年８月１９日の担当職員と審査請求人との電話のやりとり

についても、担当職員から審査請求人に、同年７月１９日の担当職

員と秋田県県民行政相談員との電話の内容を伝えたものであり、特

段記録を要すると考えられる事項はなかったため、同年８月１９日

の電話に関しても職務上作成した文書および電磁的記録はない。

オ 担当職員は、本件開示請求がされた令和６年１１月６日より前か

ら、審査請求人から本件開示請求と同様の内容について繰り返し問

合せを受け、その都度対応していた。そのため、「７月１９日、８

月１９日の記録」はないものの、このような経緯を元に令和７年１

月２４日付け令６保総第５６７８号で回答したものである。

カ いずれも電話で対応したものであるから、これらの電話の内容を

図画で作成することはなく、また、文書、図画および電磁的記録に

より取得した個人情報もない。

キ 本件処分は、法等の規定に沿った妥当なものである。保有個人情

報となる記録の作成および取得はしていないため、これらを保有し

ていないとして開示をしないことを決定したものであり、審査請求
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人の保有個人情報の開示を受ける権利を侵害していない。

(2) 本件処分２について

ア 令和６年１１月１日の電話の内容に関する記録の作成および取得

については、上記５の(1)のアおよびカと同じ

イ 上記５の(1)のイおよびキと同じ

ウ 担当職員は、数年前より、審査請求人から医療機関に対する通知

について繰り返し要望を受けており、その都度、課内で口頭で情報

共有している。令和６年１１月１日における担当職員と審査請求人

との電話の内容についても、課内で口頭で情報共有したが、特段記

録を要すると考えられる事項はなかったため、職務上作成した文書

および電磁的記録はない。

６ 当審査会の判断

本件各開示請求は、本件対象保有個人情報１から３までの開示を求め

るものであり、実施機関は、本件対象保有個人情報１から３までを保有

していないとして不開示とする本件処分１および２を行った。

これに対し、審査請求人は本件処分１および２をそれぞれ取り消すと

の裁決を求めているが、当該審査請求に対する裁決をすべき実施機関は、

本件処分１および２を妥当としていることから、以下、本件対象保有個

人情報１から３までの保有の有無および理由付記について審議した結果、

次のように判断する。

(1) 本件対象保有個人情報１から３までの保有の有無について

ア 本市における文書の作成については、秋田市公文書管理条例第４

条および秋田市公文書管理規程別表第１に規定しているところ、こ

れらの規定には日常的に職員が受ける市民や関係機関からの事務事

業の内容等に関する問合せや照会に対する応答などは含まれていな

い。

イ 当審査会が実施機関に意見聴取したところ、上記アに規定する事

項のほか、市民や関係機関から受ける問合せや照会であっても、秋

田市医療安全支援センターに寄せられた医療に関する相談内容を記
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録したものや毒劇物に係る事故等の連絡を受けた時など保健衛生上

の危害が生じることが想定された場合に関係機関に伝達するための

文書については、市民の生命、身体の保護や市民生活の安全に関わ

り、その内容は軽微なものとは言えないことから、文書を作成して

いるとのことであった。

ウ 本件対象保有個人情報１から３までに係る内容は、以前から実施

機関が審査請求人に対し伝えていることで、改めて記録を要するも

のではなかったため、他の市民からの問合せ等と同様に公文書を作

成していなかったとのことであり、実施機関が本件対象保有個人情

報１から３までを保有していないと主張することに特段不自然、不

合理な点があるとは認められず、不存在を理由として、不開示とし

た実施機関の決定は、妥当である。

(2) 理由付記について

ア 理由付記について、判例（最高裁判所昭和３８年５月３１日第二

小法廷判決・民集１７巻４号６１７頁）によれば、法が行政処分に

理由を付記すべきものとしているのは、処分庁の判断の慎重・合理

性を担保してその恣意を抑制するとともに、処分の理由を相手方に

知らせて不服の申立に便宜を与える趣旨であり、付記すべき理由を

どの程度記載しなければならないかは、処分の性質と理由付記を命

じた各法律の規定の趣旨・目的に照らしてこれを決定すべきである

とされている。

イ この点について、事務対応ガイド６－１－４－２不開示決定（法

第８２条第２項）(1)不開示理由の記載では、行政機関等における

当該処分の公正・公平の確保という観点に加え、当該決定を受けた

開示請求者が、当該決定を不服として審査請求又は取消訴訟の提起

により救済を求めたり、あるいは開示請求の内容を変更して再度開

示請求を行うなどの対応を取る場合にその便宜を図るものであるか

ら、保有個人情報の全部を開示しない旨の決定をした時は、該当す

る不開示理由は全て提示することとしている。

ウ そうすると、一般に保有個人情報の不存在を理由とする不開示決
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定に際しては、単に保有個人情報が不存在であるという事実だけで

は足りず、対象保有個人情報を作成又は取得していないのか、ある

いは作成又は取得した後に廃棄されたのかなど、なぜ当該保有個人

情報が存在しないかについても理由として記載することが求められ

る（令和４年度（行個）答申第５２１０号）。

エ さらに、さいたま地裁平成１８年７月２６日判・平成１７年（行

ウ）３３号（判例自治２９３号１０６頁）（情報公開判例研究会編

集「判例 情報公開法」４９５５頁株式会社ぎょうせい）では、実

施機関の職員において当該文書を作成すべき職務上の根拠がなく、

また、行政上の必要もないものとの一般的な理由から当該文書を作

成していないときは、「作成していないので不存在」との理由記載

からそのことが読み取れるため、それ以上詳しい説明をしなければ

理由の提示として法律上不十分とはいえない。また、取扱例はいわ

ゆる努力義務を定めた規定というべきであって、記載例のとおり記

載されていなければ理由不備として直ちに違法となるというもので

はないと解されるとしている。

ク このことから、実施機関が「当該保有個人情報は、実施機関では、

記録の作成および取得はしておらず、存在しないため、不開示」と

した理由付記については、法の目的および理由付記の趣旨に反する

ものとは言えず、妥当である。

(3) 審査請求人のその他の主張

審査請求人は、その他種々主張するが、いずれも当審査会の上記判

断を左右するものではない。

以上より、「１ 当審査会の結論」のとおり判断する。

７ 調査審議の経過

当審査会は、本件諮問について次のとおり調査審議を行った。

年 月 日 経 過

令和７年５月２０日 実施機関から諮問書を受付

令和７年６月４日 審議、諮問第９号および同第１０号の併合
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令和７年７月９日 審議、口頭意見陳述、実施機関から意見聴取

令和７年９月４日 答申

（審議委員）

柴田一宏会長、上田晴彦委員、佐藤郁子委員、竹田勝美委員、中澤俊輔

委員、橋田直久委員


